
・政策の効果を検証した科学的根拠を参照する。

・政策の立案時に、社会課題を解決するために

最適なものとなるよう論理的に検討する。

・科学的根拠が無い場合は、自ら実証分析が

できるように政策をデザインし、事業実施

後に効果検証を行う。

岡山県におけるEBPMの定義
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ロジックツリーの活用

問題や解決策を、漏れも重複もなく、ツリー上に

論理的に分解・整理する手法

重複もなく漏れもない(=MECE) 漏れはないが重複がある

A

B

C

全体：県職員

A：男性職員 B：40歳以上女性職員

C：40歳未満女性職員

重複はないが漏れがある

A B

全体：大学

A：国立大学 B：私立大学

A B

C

全体：大学生

A：部活動をしている大学生

B：サークル活動をしている
大学生

Ｃ：サークル活動をしていない
大学生 ３



ロジックツリーの活用

首都圏で桃・ブドウの販

売を促進する上での課題

は何か

既存販売ルート

新規販売ルート

対面販売

オンライン販売

対面販売

オンライン販売

新型コロナによる売上減少
のため事業規模縮小

新型コロナの状況を見極め
ながら検討

ＥＣサイトの開設

積極的な売込み

課題 要素 対応

４



ロジックツリーの活用
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・政策の効果を検証した科学的根拠を参照する。

・政策の立案時に、社会課題を解決するために

最適なものとなるよう論理的に検討する。

・科学的根拠が無い場合は、自ら実証分析が

できるように政策をデザインし、事業実施

後に効果検証を行う。

岡山県の取組
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ロジックモデルの作成

事業が目標を達成するに至るまでの因果関係及び

成果指標を論理的に整理する手法
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ロジックモデルの作成
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・政策の効果を検証した科学的根拠を参照する。
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効果検証の実施

△ 政策実施後に効果検証を検討

○ 政策実施前に効果検証を検討・デザイン

政策の対象となったグループと対象とならなかった

グループの結果を比較し、効果を検証

→対象・非対象グループを意図的に「つくる」

→対象・非対象グループを「さがす」

（検証方法例）

ランダム化比較試験、回帰非連続デザイン、差の差分析
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効果検証イメージ (ランダム化比較試験 )

派遣希望校

派遣校

非派遣校

時間

学力

派遣校

非派遣校

派遣

効果比較
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効果検証デザインの作成

エビデンスがなく、かつ、効果を見極める必要が

ある事業について、検証方法等を整理する手法

12



効果検証デザインの作成
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進め方
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重点事業の検討過程において、EBPMを実践

①各部局から候補事業提出 ②専門家とのヒアリング

③選定事業は各様式作成 ④予算等を踏まえて効果検証



職員向け研修（ロジックツリー）

目的

内容

論理的な企画立案（ロジックツリー作成）

能力を有する職員の育成

・講義、演習問題、事例紹介（～R2）

・講義動画の視聴、演習問題、事例紹介、

個人ワーク、個人ワークの講評（R3～）

※庁内HPに掲載した講義動画を視聴した後、参加者

自身の業務に係るロジックツリーを作成・提出
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職員向け研修（効果検証）

目的

内容

・講義、演習問題、事例紹介（～R2）

・講義動画の視聴、事例紹介、演習問題、

演習問題の解説（R3～）

※庁内HPに掲載した講義動画を視聴した後、演習問題

の解答を作成・提出

論理的な企画立案（ロジックモデル作成）

能力及び効果検証に向けた基礎的な知識を

有する職員の育成
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職員向け研修（効果検証）
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晴れの国ブルースカイ事業の取組

課題

原因

・PM2.5に係る本県の環境基準達成率が

全国最低レベル

・稲わらの野焼きによりPM2.5濃度が上昇

（環境省通知及び各データから原因分析）

稲わらの焼却から有効活用への転換
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事業内容①

稲わらのすき込みに使用する分解促進剤の

購入補助
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事業内容②

稲わらのすき込みを促す啓発（チラシ等）
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事業内容②

啓発チラシ作成に当たってはナッジを活用

対象の明確化

メリット提示

権威への服従

（※の記載）

同調効果

社会規範

メッセージ単純化

（図の活用）
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効果検証に向けた検討

・補助及び啓発が野焼きの減少に有効である

ことを示す既存エビデンスがない

地区ごとに事業内容を分け、補助及び啓発

が稲わらの野焼きに与えた効果を定量的に

検証

・効果検証により、有効かつ効率的な実施に

つなげることができる
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効果検証に向けた設計

・地区の状況や圃場面積等を勘案して、地区

ごとの事業内容を決定

地区① 地区② 地区③

補助＋啓発 啓発のみ なし

・事業実施前後で衛星画像データを用いて、

各地区の圃場の野焼き状況を分析

※一般的な啓発 (新聞・

ラジオ )のみ実施
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検証結果（（株）メトリクスワークコンサルタンツ 青柳氏）

野焼きが行われた圃場の割合に係る検証

時間

野焼きが行われた
圃場の割合

R2.8

※効果を分かりやすくするため、グラフを単純化している

R元.11 R2.11 R3.11

約10%
ポイント減

約2%
ポイント減

事業実施
地区①

（補助＋啓発）

地区②
（啓発のみ）

地区③

約6%
ポイント減

約1%
ポイント減
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分析上の留意点

・「行政サービスを受けた場合の効果」ではなく、「行政

サービスを提供した場合の効果」である

アウトカム

事業実施

平行トレンドが成立している場合

・R元以前のデータがないため、平行トレンドが成り立って

いる前提で分析を行っている。

※成り立っていない場合は、介入効果にバイアスが生じる

時間
25

事業効果

アウトカム

事業実施
時間

平行トレンドが成立していない場合

この分だけ過大評価



分析者からの評価（（株）メトリクスワークコンサルタンツ）
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・特定の地域で試行的にモデル事業を実施する自治体の

取組はあるが、本事業のように、比較対象をつくり、

それぞれのアウトカムを比較する取組は先進的である

・自治体が実施する事業では、アンケートのように人を

対象としてデータを収集することが多いが、本事業の

ように衛星画像データを用いた分析は画期的である

・今回は一定の効果が見られたが、担当課においては、

費用対効果を検討し、今後の事業展開につなげてもら

いたい



主な成果

組織・体制

・論理的な立案能力、効果検証の知識を有する人材の育成

外部連携

人材育成

モデル事業

・人事課との連携 (昇任後研修におけるEBPM講義の導入 )

・モデル事業における効果検証、予算要求での活用

・統計課との連携 (一部のデータ分析を依頼 )
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「官」 統計局事業の活用、他県との意見交換

「民」 EBPM推進アドバイザー、モデル事業の分析委託

「学」 モデル事業の分析委託



主な課題

組織・体制

・データ分析能力を有する専門人材の育成 (業務の内製化 )

外部連携

人材育成

モデル事業

・財政課との連携 (予算との関連、対象事業の広がり )

・モデル事業に係るデータ収集・効果検証に要する予算

・庁内における普及・浸透 (抵抗感、ハードルの高さ )

・県内大学との連携の難しさ (本県の課題意識と大学の研究

内容が不一致、大学教授とのつながりが希薄 )
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今後の展開（ターゲットごとの周知）

知 事

幹部職員

一般職員

新規採用職員

市町村職員

※下線は今年度 ( R 4 )から新たに実施

対象事業の進捗・検証結果の報告

庁内会議における検証結果の共有

職員向け研修の実施

新規採用職員研修における周知

チラシ等による周知・相談対応

29



今後の展開（市町村職員への周知・相談対応）
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